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平成16 年 10 月期    個別財務諸表の概要 平成 16 年 12 月 13 日 

上 場 会 社 名        正栄食品工業株式会社 上場取引所 東 
コ ー ド 番 号        8079 本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www. shoeifoods.co.jp ） 東京都 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 本多 市郎 

問合せ先責任者 役職名 常務取締役総務部長 氏名 菅原 寿郎 ＴＥＬ (03)3253－1211 

決算取締役会開催日 平成 16 年 12 月 13 日 中間配当制度の有無            有 

定時株主総会開催日 平成 17 年 1 月 28 日 単元株制度採用の有無 有 (１単元 1000 株) 
 

1．16 年 10 月期の業績(平成 15 年 11 月 1 日～平成 16 年 10 月 31 日) 

(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16 年 10 月期 
15 年 10 月期 

 59,663 △1.5 
 60,591 0.7 

 1,312 34.3 
 977 △ 15.7 

 1,519 63.5 
 929 △31.1 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

16 年 10 月期 
15 年 10 月期 

 739 57.6 
 469 △31.6 

 34 41 
 21 59 

 34.23 
 － 

 4.0 
 2.6 

 4.6 
 2.9 

 2.5 
 1.5 

(注) ①期中平均株式数 16 年 10 月期 20,952,918株 15 年 10 月期 21,074,425株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 10 月期 
15 年 10 月期 

 15 00 
 10 00 

 5 00 
 5 00 

 10 00 
 5 00 

 313 
 210 

 43.6 
 44.9 

 1.7 
 1.2 

(注) 16 年 10 月期期末配当金の内訳 普通配当5 円 00 銭 100 周年記念配当5 円 00 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16 年 10 月期 
15 年 10 月期 

 34,134 
 32,065 

 18,701 
 18,100 

 54.8 
 56.4 

 896 43 
 861 71 

(注) ①期末発行済株式数 16 年 10 月期 20,841,449 株 15 年 10 月期 20,988,836 株 
     ②期末自己株式数 16 年 10 月期 318,465 株 15 年 10 月期 171,078 株 
 
２．17 年 10 月期の業績予想(平成 16 年 11 月 1 日～平成 17 年 10 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

32,000  
61,000  

1,000  
1,600  

550  
900 

 5 00 
――― 

――― 
 5 00 

――― 
 10 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)43円 18銭 

※上記の予想は、本資料発表日現在において、入手可能な情報に基づき作成したものでありますが、実際の業績は、今
後の様々な要因により予想値と異なる可能性があります。 
なお、業績予想に関する事項は、添付資料の 8ページを参照してください。 
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個別財務諸表等 

（1）貸借対照表 

比較増減

構成比 構成比

％ ％

1 現金及び預金 1,534 1,179 
2 受取手形 2,285 2,286 
3 売掛金 10,018 11,058 
4 商品 3,414 3,931 
5 輸入未着品 740 847 
6 前渡金 22 245 
7 前払費用 16 17 
8 関係会社短期貸付金 4,494 4,248 
9 未収入金 57 45 
10 繰延税金資産 128 134 
11 その他 131 59 
　貸倒引当金 △ 61 △ 47 
流動資産合計 22,778 71.0 24,002 70.3 1,224 

1 建物 5,083 5,130 
減価償却累計額 3,113 1,970 3,232 1,898 
2 構築物 74 78 
減価償却累計額 67 7 69 9 
3 機械及び装置 2,531 2,535 
減価償却累計額 1,944 587 2,062 473 
4 車輌及び運搬具 70 68 
減価償却累計額 51 19 53 15 
5 工具器具及び備品 121 152 
減価償却累計額 107 14 110 42 
6 土地 1,429 1,429 
7 建設仮勘定 2 34 
有形固定資産合計 4,028 12.6 3,900 11.5 △ 128 

1 ソフトウェア 1 1 
2 電話加入権 7 7 
無形固定資産合計 8 0.0 8 0.0 0 

1 投資有価証券 1,586 2,014 
2 関係会社株式 1,667 1,962 
3 関係会社出資金 174 502 
4 関係会社長期貸付金 1,800 1,800 
5 保険掛金 431 454 
6 その他 629 544 
　貸倒引当金 △ 1,036 △1,052 
投資その他の資産合計 5,251 16.4 6,224 18.2 973 
固定資産合計 9,287 29.0 10,132 29.7 845 
資産合計 32,065 100.0 34,134 100.0 2,069 

当事業年度前事業年度

（△は減）
（平成16年10月31日現在）（平成15年10月31日現在）

金額 （百万円）金額 （百万円）

 （2） 無形固定資産

 （3） 投資その他の資産

　（資産の部）
Ⅰ　流動資産

Ⅱ　固定資産
 （1） 有形固定資産
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比較増減

構成比 構成比

％ ％

1 支払手形 41 58 

2 買掛金 7,621 8,616 

3 短期借入金 4,550 5,000 

4 未払金 285 297 

5 未払法人税等 258 299 

6 未払費用 99 131 

7 預 り金 134 382 

8 賞与引当金 217 237 

9 その他 440 56 

流動負債合計 13,645 42.6 15,076 44.2 1,431 

1 退職給付引当金 256 143 

2 預り敷金及び保証金 34 32 

3 繰延税金負債 30 182 

固定負債合計 320 1.0 357 1.0 37 

負債合計 13,965 43.6 15,433 45.2 1,468 

3,380 10.5 3,380 9.9 

1 資本準備金 3,043 3,043 

2 その他資本剰余金 0 0 

3,043 9.5 3,043 8.9 

1 利益準備金 524 524 

2 任意積立金

1)　退職積立金 12 12 

2)　固定資産圧縮積立金 113 109 

3)　別途積立金 10,360 10,485 10,610 10,731 

3 当期未処分利益 581 851 

11,590 36.1 12,106 35.5 

161 0.5 338 1.0 

△ 74 △ 0.2 △ 166 △ 0.5 

資本合計 18,100 56.4 18,701 54.8 601 

負債資本合計 32,065 100.0 34,134 100.0 2,069 

Ⅴ　自己株式

Ⅰ　資本金

Ⅱ　資本剰余金

Ⅲ　利益剰余金

Ⅳ　その他有価証券評価差額金

資本剰余金合計

利益剰余金合計

前事業年度 当事業年度

（負債の部）

（平成15年10月31日現在） （平成16年10月31日現在）

金額 （百万円） 金額 （百万円）

Ⅰ　流動負債

Ⅱ　固定負債

（資本の部）

（△は減）
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（2）損益計算書 

百分比 百分比
％ ％

1 商品売上高 60,074 59,151 

2 不動産賃貸収入 517 60,591 100.0 512 59,663 100.0 △ 928 

1 商品期首たな卸高 3,531 3,414 

2 当期商品仕入高 54,363 53,649 

合計 57,894 57,063 

3 商品期末たな卸高 3,414 3,931 

4 商品売上原価 54,480 53,132 

5 不動産賃貸収入原価 364 54,844 90.5 328 53,460 89.6 △ 1,384 

売上総利益 5,747 9.5 6,203 10.4 456 

1 荷造運送費 1,136 1,117 

2 倉敷料 474 526 

3 従業員給与 1,278 1,332 

4 賞与引当金繰入額 215 235 

5 退職給付費用 140 110 

6 旅費交通費 199 237 

7 減価償却費 36 36 

8 貸倒引当金繰入額 159 ― 

9 貸倒損失 16 0 

10 雑費 1,117 4,770 7.9 1,298 4,891 8.2 121 

営業利益 977 1.6 1,312 2.2 335 

1 受取利息 68 67 

2 受取配当金 65 114 

3 受取手数料 15 17 

4 雑収入 57 205 0.3 68 266 0.4 61 

1 支払利息 42 40 

2 為替差損 180 18 

3 雑損失 31 253 0.4 1 59 0.1 △ 194 

経常利益 929 1.5 1,519 2.5 590 

Ⅳ　営業外収益

Ⅴ　営業外費用

至　平成15年 10月31日

Ⅱ　売上原価

Ⅰ　売上高

金額 （百万円）

Ⅲ　販売費及び一般管理費

比較増減

（△は減）

当事業年度前事業年度

金額 （百万円）

自　平成14年 11月 1日 自　平成15年 11月 1日
至　平成16年 10月31日
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百分比 百分比
％ ％

貸倒引当金戻入額 ― 12 12 0.0 12 

1 投資有価証券評価損 60 1 

2 固定資産除却損 16 2 

3 役員退職慰労金 2 205 

4 その他 6 84 0.1 17 225 0.4 141 

税引前当期純利益 845 1.4 1,306 2.1 461 

法人税、住民税及び事業税 453 540 

法人税等調整額 △ 77 376 0.6 27 567 0.9 191 

当期純利益 469 0.8 739 1.2 270 

前期繰越利益 217 217 

中間配当額 105 105 

当期未処分利益 581 851 

比較増減

（△は減）

自　平成14年 11月 1日 自　平成15年 11月 1日
当事業年度前事業年度

Ⅶ　特別損失

至　平成15年 10月31日 至　平成16年 10月31日

金額 （百万円） 金額 （百万円）

Ⅵ　特別利益
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（3）利益処分案 

581 851 270 

固定資産圧縮積立金取崩額 8 8 5 5 

合計 589 856 267 

Ⅲ　利益処分額

1 配当金 105 208 

2 役員賞与金 13 18 

（うち監査役分） ( 2 ) ( 2 )

3 任意積立金

別途積立金 250 400 

固定資産圧縮積金 4 372 ― 626 254 

217 230 13 

比較増減

（△は減）

当事業年度前事業年度

金額 （百万円）

自　平成14年11月 1日 自　平成15年11月 1日
至　平成15年10月31日 至　平成16年10月31日

Ⅱ　任意積立金取崩額

Ⅳ　次期繰越利益

金額 （百万円）

Ⅰ　当期未処分利益

 
(注) 1. 平成 16 年 7 月 20 日に 104,928 千円（1 株につき 5 円）の中間配当を実施いたしました。 
 2. 利益配当金は、自己株式318,465 株分を除いております。  
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重要な会計方針 

1.有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 ･･ 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
①時価のあるもの････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 
 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 
②時価のないもの････････ 移動平均法による原価法 

2.デリバティブの評価基準 
時価法 

3.たな卸資産の評価基準及び評価方法 
先入先出法による原価法 

4.固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 ･････････ 定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 3 ～ 50 年 

機械装置及び運搬具  2 ～ 11 年 

(2) 無形固定資産 ･････････ 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により換算し、換算差額は損益として処理しております。 

6．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上
しております。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額および年金資産残高に基づ
き計上しております。 

7.リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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8.ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ
いては、振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ対象 

外貨預金および為替予約取引 ･･････････････ 外貨建債権債務および外貨建予定取引 

通貨オプション取引 ･･････････････････････ 外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 
ヘッジ対象の範囲内で、為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、ヘッジ手段を利用する
方針であります。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 
毎月末において、ヘッジの手段の残高とヘッジ対象である現在所有もしくは将来取得が確実に予
定されている取引の外貨建債権債務の残高の対応関係について、経理部において把握し、管理して
おります。 

9.その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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1. 注記事項 

（貸借対照表関係） 
前事業年度 当事業年度 

（平成 15 年 10 月 31 日現在） （平成 16 年 10 月 31 日現在） 

※1 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりです。 

預金 260 百万円 

上記に対する債務は次のとおりです。 

 流動負債その他 259 百万円  

上記以外に投資有価証券 25 百万円について、一
部取引保証として担保に供しております。 

※2 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて
いる関係会社に対するものは次のとおりです。 

受取手形 1 百万円 
売掛金 263 百万円 
買掛金 1,022 百万円 

※3 偶発債務 
関係会社の銀行借入金に対する債務保証 
SHOEI FOODS(U.S.A.),INC. 

（US$5,600 千） 609 百万円 
青島秀愛食品有限公司 
（中国人民元 7,200 千） 95 百万円 

※4 株式の状況 
授権株式数 普通株式 48,585,000 株 
発行済株式総数 普通株式 21,159,914 株 
 

※5 自己株式の保有数 普通株式 171,078 株 
 

※6 配当制限 

商法施行規則第 124 条 3 号に規定する金額は、160
百万円です。 

※1 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりです。 

預金 260 百万円 

上記に対する債務は次のとおりです。 

 流動負債その他 248 百万円  

上記以外に投資有価証券 20 百万円について、一
部取引保証として担保に供しております。 

※2 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて
いる関係会社に対するものは次のとおりです。 

受取手形 1 百万円 
売掛金 380 百万円 
買掛金 1,520 百万円 

※3 偶発債務 
関係会社の銀行借入金に対する債務保証 
SHOEI FOODS(U.S.A.),INC. 

（US$3,300 千） 350 百万円 
青島秀愛食品有限公司 
（中国人民元 25,360 千） 324 百万円 

※4 株式の状況 
授権株式数 普通株式 48,585,000 株 
発行済株式総数 普通株式 21,159,914 株 
 

※5 自己株式の保有数 普通株式 318,465 株 
 

※6 配当制限 

商法施行規則第 124 条 3 号に規定する金額は、338
百万円です。 

※7 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも
って決済処理しております。なお、当期末日が金融
機関の休日であったため、次の期末日満期手形が
期末残高に含まれております。 

 

受 取 手 形 496,360 千円 
支 払 手 形 9,392 千円 
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（損益計算書関係） 
前事業年度 当事業年度 

自 平成 14 年 11 月 1 日 自 平成 15 年 11 月 1 日 
至 平成 15 年 10 月 31 日 至 平成 16 年 10 月 31 日 

※1 不動産賃貸料収入原価のうち主なものは次の
とおりです。 
減価償却費 275 百万円 
租税公課 41 百万円 

※1 不動産賃貸料収入原価のうち主なものは次の
とおりです。 
減価償却費 231 百万円 
租税公課 39 百万円 

※2 関係会社との取引高は次のとおりです。 
商品売上高 1,574 百万円 
不動産賃貸収入 500 百万円 
商品仕入高 19,591 百万円 
受取利息 66 百万円 
受取配当金 50 百万円 

※3 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 
機械及び装置 16 百万円 
車輌及び運搬具 0 百万円 
 工具器具及び備品 0 百万円  
 計  16 百万円  

※2 関係会社との取引高は次のとおりです。 
商品売上高 1,577 百万円 
不動産賃貸収入 495 百万円 
商品仕入高 20,116 百万円 
受取利息 65 百万円 
受取配当金 86 百万円 

※3 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 
機械及び装置 1 百万円 
車輌及び運搬具 0 百万円 
 工具器具及び備品 1 百万円  
 計  2 百万円  
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（リース取引） 
前事業年度 当事業年度 

自 平成 14 年 11 月 1 日 自 平成 15 年 11 月 1 日 
至 平成 15 年 10 月 31 日 至 平成 16 年 10 月 31 日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高 
相当額 

 （百万円） （百万円） （百万円） 

工具器具
及び備品 

 265  127  138 

ソフト 
ウェア 

 24  9  15 

合計  289  136  153 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 56 百万円 
１年超 97 百万円 
合計 153 百万円 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残
高相当額は未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高 
相当額 

 （百万円） （百万円） （百万円） 

工具器具
及び備品 

 265  179  86 

ソフト 
ウェア 

 24  13  11 

合計  289  192  97 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 51 百万円 
１年超 46 百万円 
合計 97 百万円 

同 左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 56 百万円 
減価償却費相当額 56 百万円 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 56 百万円 
減価償却費相当額 56 百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 
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(税効果会計関係） 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  前事業年度 当事業年度 
  (平成 15 年 10 月 31 日) (平成 16 年 10 月 31 日) 
繰延税金資産       
 退職給付引当金  102 百万円  57 百万円 
 賞与引当金  75 〃  95 〃 
 未払事業税  23 〃  27 〃 
 貸倒引当金  38 〃  27 〃 
 その他  40 〃  42 〃 
繰延税金資産合計  278 〃  248 〃 
繰延税金負債       
 固定資産圧縮積立金  △72 〃  △69 〃 
 その他有価証券評価差額金  △108 〃  △226 〃 
繰延税金負債合計  △180 〃  △295 〃 
繰延税金資産（負債）の純額  98 〃  47 〃 
        
なお、繰延税金資産の算定にあたり将来課税所得を減少させ、税金負担額を軽減することができると認め
られないものについては控除しております。控除した金額に実効税率を乗じた金額は 403百万円（前事業年
度 396 百万円）であります。 
 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

前事業年度  当事業年度 
(平成 15 年 10 月 31 日)  (平成 16 年 10 月 31 日) 

法定実効税率 42.0％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.4％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.8％ 

住民税均等割等 1.7％ 

法定実効税率変更による影響額 0.5％ 

その他  △0.3％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  44.5％  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法定実効税率の100 分の 5 以

下であるため、記載を省略しております。 

 
3.追加情報 

前事業年度  当事業年度 
(平成 15 年 10 月 31 日)  (平成 16 年 10 月 31 日) 

地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律
第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたことに
伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金
負債の計算（ただし、平成16 年 11 月 1 日以降解消
が見込まれるものに限る）に使用した法定実効税率
は、前期の42.0％から 40.0％に変更されておりま
す。その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産
の金額を控除した金額）が 1 百万円減少し、当期中
に計上された法人税等調整額の金額が4 百万円、そ
の他有価証券評価差額金が 5 百万円それぞれ増加し
ております。 
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役 員 の 異 動 

 
 
 
平成 16 年 12 月 13 日の取締役会において、下記のとおり役員の異動を内定いたしました。 
尚、役員の新任・退任については平成 17 年 1月 28 日の株主総会において、執行役員の新任・退任に
ついては、同総会後の取締役会において、それぞれ正式に決定される予定です。 

記 

１. 代表者の異動 

該当事項はありません 

２. その他の役員の異動 

(１) 新任監査役候補 

常 勤 監 査 役 藤 井 帝 治 （現 ㈱勧角エンタープライズ 常務取締役） 

なお、候補者の藤井帝治氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第 18
条第 1項に定める社外監査役の候補者であります。 

(２) 退任予定監査役 

現）常勤監査役 刑 部 高 司  

３. 役員の役職の異動 

該当事項はありません 

４. 執行役員の異動 

(１) 新任執行役員候補 

執 行 役 員 中 田 和 彦 （現 当社顧問） 

なお、候補者の中田和彦氏は、当社子会社の㈱京まろん 代表取締役社長に就任予定（平成
17年 1月 14日付）です。 

(２) 退任予定執行役員 

執 行 役 員 芹 川 信 夫 （現 ㈱京まろん 代表取締役社長） 

執 行 役 員 松 島  徹 （現 SHOEI FOODS (U.S.A.),.INC 
  代表取締役社長） 

 

以 上 
 


